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　公認会計士
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香川地方最低賃金審議会  

    電子部品・デバイス・電子回路、電気機械器具、  

    情報通信機械器具製造業  

最低賃金専門部会運営規程（案）  

 
（目的）  

第１条   香川地方最低賃金審議会（以下「審議会」という。）に設置

する専門部会（以下「専門部会」という。）の議事運営は、最

低賃金法（昭和３４年法律第１３７号）及び最低賃金審議会令

（昭和３４年政令第１６３号）に定めるもののほか、この規程

の定めるところによる。  

 

（名称）  

第２条   専門部会には、それぞれの担当する最低賃金の件名を冠する。  

 

（構成）  

第３条   専門部会の委員の数は、９人とする。  

 

（会議の招集）  

第４条   専門部会の会議（以下「会議」という。）は、部会長が必要

と認めたときのほか、香川労働局長（以下「局長」という。）、

３人以上の委員から開催の請求があったとき、部会長が召集す

る。  

２   前項の規定により香川労働局長又は委員が会議の開催を請求

しようとする場合には、付議事項及び希望期日を、少なくとも

当該期日の１週間前までに、部会長に通知しなければならない。  

３   部会長は、会議を招集しようとするときには、緊急やむを得

ない場合のほか、少なくとも３日前までに、付議事項、日時及

び場所を委員に通知するとともに、香川労働局長に通知するも

のとする。  

 

（委員の欠席）  

第５条   委員は、病気その他の事由によって会議に出席できないとき

には、その旨を部会長に通知しなければならない。  

２   委員は、旅行その他の事由によって長期間不在となるときに

は、あらかじめ部会長に通知しなければならない。  

 

（会議の議事）  

第６条   部会長は、会議の議長となり、議事を整理する。  

２   委員は、会議において発言しようとするときは、部会長の許

可を受けるものとする。  
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３   専門部会は、部会長が必要があると認めるときは、委員でな

い者の説明又は意見を聴くことができる。  

（会議の公開）  

第７条   会議は、原則として公開とする。ただし、公開することによ

り、個人情報の保護に支障を及ぼすおそれがある場合、個人若

しくは団体の権利利益が不当に侵害されるおそれがある場合又

は率直な意見の交換若しくは意志決定の中立性が不当に損なわ

れるおそれがある場合には、部会長は、会議を非公開とするこ

とができる。  

２   部会長は、会議における秩序の維持のため、傍聴人の退場を

命ずるなど必要な措置をとることができる。  

 

（議事録及び議事要旨）  

第８条   会議の議事については、議事録を作成し、議事録には、部会

長及び部会長の指名した委員２人が確認するものとする。  

２   議事録及び会議の資料は、原則として公開とする。ただし、

公開することにより、個人情報の保護に支障を及ぼすおそれが

ある場合、個人若しくは団体の権利利益が不当に侵害されるお

それがある場合又は率直な意見の交換若しくは意志決定の中立

性が不当に損なわれるおそれがある場合には、部会長は、議事

録及び会議の資料の一部又は全部を非公開とすることができる。  

３   議事録を非公開とする場合には、議事要旨を作成し公開する

ものとする。  

 

（報告）  

第９条   部会長は、会議において議決を行ったときは、議決書を審議

会会長に報告するものとする。  

 

（専門部会の廃止）  

第 10条   各専門部会は、その専門部会に係る最低賃金についての審議

会の意見に関する異議の申出期間が満了したときをもって、こ

れを廃止する。  

 

（雑則）  

第 11条   この規程に定めるもののほか、専門部会の議事及び運営に関

し必要な事項は、部会長が定める。  

 

附則  

（施行期日）  

     この規程は、令和３年９月 27日令和６年９月 25日から施行す  

る。  
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香川地方最低賃金審議会  

香川県最低賃金専門部会運営規程  

 
（目的）  

第１条   香川地方最低賃金審議会（以下「審議会」という。）に設置

する専門部会（以下「専門部会」という。）の議事運営は、最

低賃金法（昭和 34年法律第 137号）及び最低賃金審議会令（昭和

34年政令第 163号）に定めるもののほか、この規程の定めるとこ

ろによる。  

 

（名称）  

第２条   専門部会には、それぞれの担当する最低賃金の件名を冠する。  

 

（構成）  

第３条  専門部会の委員の数は、９人とする。  

 

（会議の招集）  

第４条   専門部会の会議（以下「会議」という。）は、部会長が必要

と認めたときのほか、香川労働局長（以下「局長」という。）、

３人以上の委員から開催の請求があったとき、部会長が召集す

る。  

２   前項の規定により局長又は委員が会議の開催を請求しようと

する場合には、付議事項及び希望期日を、少なくとも当該期日

の１週間前までに、部会長に通知しなければならない。  

３   部会長は、会議を招集しようとするときは、緊急やむを得な

い場合のほか、少なくとも３日前までに、付議事項、日時及び

場所を委員に通知するとともに、局長に通知するものとする。  

 

（委員のテレビ会議システムによる出席及び欠席）  

第５条    

     委員は、部会長が必要があると認めるときは、テレビ会議シ

ステム（映像と音声の送受信により相手の状態を相互に認識し

ながら通話をすることができるシステムをいう。次項において

同じ。）を利用する方法によって会議に出席することができる。  

  ２   テレビ会議システムを利用する方法による会議への出席は、

最低賃金審議会令第５条第２項及び第３項に規定する会議への

出席に含めるものとする。  

３   委員は、病気その他の事由によって会議に出席できないとき  

には、その旨を部会長に通知しなければならない。  

４   委員は、旅行その他の事由によって長期間不在となるときに

は、あらかじめ部会長に通知しなければならない。  
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（会議の議事）  

第６条   部会長は、会議の議長となり、議事を整理する。  

２   委員は、会議において発言しようとするときは、部会長の許

可を受けるものとする。  

３   専門部会は、部会長が必要があると認めるときは、委員でな

い者の説明又は意見を聴くことができる。  

 

（会議の公開）  

第７条   会議は、原則として公開とする。ただし、公開することによ

り、個人情報の保護に支障を及ぼすおそれがある場合、個人若

しくは団体の権利利益が不当に侵害されるおそれがある場合又

は率直な意見の交換若しくは意思決定の中立性が不当に損なわ

れるおそれがある場合には、部会長は、会議を非公開とするこ

とができる。  

２   部会長は、会議における秩序の維持のため、傍聴人の退場を

命ずるなど必要な措置をとることができる。  

 

（議事録及び議事要旨）  

第８条   会議の議事については、議事録を作成する。  

２   議事録及び会議の資料は、原則として公開とする。ただし、

公開することにより、個人情報の保護に支障を及ぼすおそれが

ある場合、個人若しくは団体の権利利益が不当に侵害されるお

それがある場合又は率直な意見の交換若しくは意思決定の中立

性が不当に損なわれるおそれがある場合には、部会長は、議事

録及び会議の資料の一部又は全部を非公開とすることができる。  

３   議事録を非公開とする場合には、議事要旨を作成し公開する

ものとする。  

 

（報告）  

第９条   部会長は、会議において議決を行ったときは、議決書を審議

会会長に報告するものとする。  

 

（専門部会の廃止）  

第 10条   各専門部会は、その専門部会に係る最低賃金についての審議

会の意見に関する異議の申出期間が満了したときをもって、こ

れを廃止する。  

 

（雑則）  

第 11条   この規程に定めるもののほか、専門部会の議事及び運営に関

し必要な事項は、部会長が定める。  

附則  
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（施行期日）  

 この規程は、令和６年７月 19日から施行する。  
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 令和６年度最低賃金の審議の進め方等について  

  

１ 審議の進め方について  

(1) 香川県最低賃金は、特定（産業別）最低賃金に先行して調査審議する。  

(2) 特定最低賃金の各専門部会は、同時期に調査審議することがある。  

(3) 専門部会の審議における業界の実情把握のための手段としては、関係参考人 

の意見聴取又は実地視察によることとする。  

(4) 専門部会での審議回数は、おおむね３回で結論を出すことを努力目標とする。  

(5) 審議の効率化を図るため、最低賃金審議会令第６条第５項を適用し、専門部 

会の決議をもって香川地方最低賃金審議会の決議とする。          

この場合、専門部会において全会一致で決議することを原則とする。  

(6) 最低賃金の円滑な施行を図るため、効力発生の日を指定して審議を行うこと 

ができるものとする。  

(7) 審議のための資料は、春季賃上げ状況、標準生計費、消費者物価指数、業界 

の景況ならびに賃金実態調査結果などとする。  

(8) 専門部会の審議は、原則として通常の執務時間外（午後５時 15分以降及び閉 

庁日）には行わないこととする。  

(9) 専門部会の審議日程は、初回時において次・次々回まで調整することとする。  

  

２ 香川県最低賃金について  

     中央最低賃金審議会が示す目安や諸般の事情を総合的に勘案し、本年度の改正を 

する。  

     効力発生の日については令和６年 10月１日を努力目標とする。  

  

３ 特定最低賃金について  

昭和 61年２月 14日の中央最低賃金審議会の答申「現行産業別最低賃金の廃止及

び新産業別最低賃金への転換等について」に示された方針を尊重し、次のとおり審

議を進める。  

(1) 令和６年度における改正の申出の意向表明が行われた特定最低賃金について 
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は、改正の申出が行われ、香川労働局長からその改正の必要性の有無について 

の諮問があった場合には、速やかに運営小委員会に付託して審議する。  

(2) 運営小委員会においては、必要に応じ参考人の意見を聴取する等慎重審議の 

上、同委員会の報告に基づき香川労働局長へ答申を行うものとする。 

なお、必要性の有無の審議に当たっては、申出の要件を具備しているものに 

ついては、原則として「必要性有」の速やかな結論に至ることを努力目標とす 

る。この場合、制度の安定の面に配慮し、業種のくくり方、基幹的労働者の範 

囲については現行どおりとする。 

(3) 特定最低賃金の改正決定について諮問があった場合は、対応する専門部会を 

設置し、諸般の事情を総合的に勘案し、審議を行うものとする。  

        効力発生の日については、令和６年 12月 15日を努力目標とする。  

(4) 令和７年度の申出については、令和６年度末段階の審議会において、その意向 

  の有無を労使に確認することとする。  
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別添２

15日 10営業日 30日

→ → →

9月1日（日） 9月17日（火） 10月2日（水） 11月1日（金）

9月2日（月） 9月17日（火） 10月2日（水） 11月1日（金）

9月3日（火） 9月18日（水） 10月3日（木） 11月2日（土）

9月4日（水） 9月19日（木） 10月4日（金） 11月3日（日）

9月5日（木） 9月20日（金） 10月7日（月） 11月6日（水）

9月6日（金） 9月24日（火） 10月8日（火） 11月7日（木）

9月7日（土） 9月24日（火） 10月8日（火） 11月7日（木）

9月8日（日） 9月24日（火） 10月8日（火） 11月7日（木）

9月9日（月） 9月24日（火） 10月8日（火） 11月7日（木）

9月10日（火） 9月25日（水） 10月9日（水） 11月8日（金）

9月11日（水） 9月26日（木） 10月10日（木） 11月9日（土）

9月12日（木） 9月27日（金） 10月11日（金） 11月10日（日）

9月13日（金） 9月30日（月） 10月15日（火） 11月14日（木）

9月14日（土） 9月30日（月） 10月15日（火） 11月14日（木）

9月15日（日） 9月30日（月） 10月15日（火） 11月14日（木）

9月16日（月） 10月1日（火） 10月16日（水） 11月15日（金）

9月17日（火） 10月2日（水） 10月17日（木） 11月16日（土）

9月18日（水） 10月3日（木） 10月18日（金） 11月17日（日）

9月19日（木） 10月4日（金） 10月21日（月） 11月20日（水）

9月20日（金） 10月7日（月） 10月22日（火） 11月21日（木）

9月21日（土） 10月7日（月） 10月22日（火） 11月21日（木）

9月22日（日） 10月7日（月） 10月22日（火） 11月21日（木）

9月23日（月） 10月8日（火） 10月23日（水） 11月22日（金）

9月24日（火） 10月9日（水） 10月24日（木） 11月23日（土）

9月25日（水） 10月10日（木） 10月25日（金） 11月24日（日）

9月26日（木） 10月11日（金） 10月28日（月） 11月27日（水）

9月27日（金） 10月15日（火） 10月29日（火） 11月28日（木）

9月28日（土） 10月15日（火） 10月29日（火） 11月28日（木）

9月29日（日） 10月15日（火） 10月29日（火） 11月28日（木）

9月30日（月） 10月15日（火） 10月29日（火） 11月28日（木）

10月1日（火） 10月16日（水） 10月30日（水） 11月29日（金）

10月2日（水） 10月17日（木） 10月31日（木） 11月30日（土）

10月3日（木） 10月18日（金） 11月1日（金） 12月1日（日）

令和６年度答申要旨の公示日別最短効力発生予定日一覧表（特定(産業別)最低賃金の場合）

※令和５年12月1日時点のカレンダーに基づき、異議申出締切日の翌日に本省で官報公示の手続きを行った場合のスケジュール

※12月15日(日)発効とするためには、10月16日(水)までに答申要旨を公示する必要がある。

答申
(要旨公示)

異議申出
締切

官報
公示

発効
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別添２

15日 10営業日 30日

→ → →

令和６年度答申要旨の公示日別最短効力発生予定日一覧表（特定(産業別)最低賃金の場合）

※令和５年12月1日時点のカレンダーに基づき、異議申出締切日の翌日に本省で官報公示の手続きを行った場合のスケジュール

※12月15日(日)発効とするためには、10月16日(水)までに答申要旨を公示する必要がある。

答申
(要旨公示)

異議申出
締切

官報
公示

発効

10月4日（金） 10月21日（月） 11月5日（火） 12月5日（木）

10月5日（土） 10月21日（月） 11月5日（火） 12月5日（木）

10月6日（日） 10月21日（月） 11月5日（火） 12月5日（木）

10月7日（月） 10月22日（火） 11月6日（水） 12月6日（金）

10月8日（火） 10月23日（水） 11月7日（木） 12月7日（土）

10月9日（水） 10月24日（木） 11月8日（金） 12月8日（日）

10月10日（木） 10月25日（金） 11月11日（月） 12月11日（水）

10月11日（金） 10月28日（月） 11月12日（火） 12月12日（木）

10月12日（土） 10月28日（月） 11月12日（火） 12月12日（木）

10月13日（日） 10月28日（月） 11月12日（火） 12月12日（木）

10月14日（月） 10月29日（火） 11月13日（水） 12月13日（金）
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別添２

15日 10営業日 30日

→ → →

令和６年度答申要旨の公示日別最短効力発生予定日一覧表（特定(産業別)最低賃金の場合）

※令和５年12月1日時点のカレンダーに基づき、異議申出締切日の翌日に本省で官報公示の手続きを行った場合のスケジュール

※12月15日(日)発効とするためには、10月16日(水)までに答申要旨を公示する必要がある。

答申
(要旨公示)

異議申出
締切

官報
公示

発効

10月15日（火） 10月30日（水） 11月14日（木） 12月14日（土）

10月16日（水） 10月31日（木） 11月15日（金） 12月15日（日）

10月17日（木） 11月1日（金） 11月18日（月） 12月18日（水）

10月18日（金） 11月5日（火） 11月19日（火） 12月19日（木）

10月19日（土） 11月5日（火） 11月19日（火） 12月19日（木）

10月20日（日） 11月5日（火） 11月19日（火） 12月19日（木）

10月21日（月） 11月5日（火） 11月19日（火） 12月19日（木）

10月22日（火） 11月6日（水） 11月20日（水） 12月20日（金）

10月23日（水） 11月7日（木） 11月21日（木） 12月21日（土）

10月24日（木） 11月8日（金） 11月22日（金） 12月22日（日）

10月25日（金） 11月11日（月） 11月25日（月） 12月25日（水）

10月26日（土） 11月11日（月） 11月25日（月） 12月25日（水）

10月27日（日） 11月11日（月） 11月25日（月） 12月25日（水）

10月28日（月） 11月12日（火） 11月26日（火） 12月26日（木）

10月29日（火） 11月13日（水） 11月27日（水） 12月27日（金）

10月30日（水） 11月14日（木） 11月28日（木） 12月28日（土）

10月31日（木） 11月15日（金） 11月29日（金） 12月29日（日）

11月1日（金） 11月18日（月） 12月2日（月） 1月1日（水）

11月2日（土） 11月18日（月） 12月2日（月） 1月1日（水）

11月3日（日） 11月18日（月） 12月2日（月） 1月1日（水）

11月4日（月） 11月19日（火） 12月3日（火） 1月2日（木）

11月5日（火） 11月20日（水） 12月4日（水） 1月3日（金）

11月6日（水） 11月21日（木） 12月5日（木） 1月4日（土）

11月7日（木） 11月22日（金） 12月6日（金） 1月5日（日）

11月8日（金） 11月25日（月） 12月9日（月） 1月8日（水）

11月9日（土） 11月25日（月） 12月9日（月） 1月8日（水）

11月10日（日） 11月25日（月） 12月9日（月） 1月8日（水）

11月11日（月） 11月26日（火） 12月10日（火） 1月9日（木）

11月12日（火） 11月27日（水） 12月11日（水） 1月10日（金）

11月13日（水） 11月28日（木） 12月12日（木） 1月11日（土）

11月14日（木） 11月29日（金） 12月13日（金） 1月12日（日）

11月15日（金） 12月2日（月） 12月16日（月） 1月15日（水）

11月16日（土） 12月2日（月） 12月16日（月） 1月15日（水）
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別添２

15日 10営業日 30日

→ → →

令和６年度答申要旨の公示日別最短効力発生予定日一覧表（特定(産業別)最低賃金の場合）

※令和５年12月1日時点のカレンダーに基づき、異議申出締切日の翌日に本省で官報公示の手続きを行った場合のスケジュール

※12月15日(日)発効とするためには、10月16日(水)までに答申要旨を公示する必要がある。

答申
(要旨公示)

異議申出
締切

官報
公示

発効

11月17日（日） 12月2日（月） 12月16日（月） 1月15日（水）

11月18日（月） 12月3日（火） 12月17日（火） 1月16日（木）

11月19日（火） 12月4日（水） 12月18日（水） 1月17日（金）

11月20日（水） 12月5日（木） 12月19日（木） 1月18日（土）

11月21日（木） 12月6日（金） 12月20日（金） 1月19日（日）

11月22日（金） 12月9日（月） 12月23日（月） 1月22日（水）

11月23日（土） 12月9日（月） 12月23日（月） 1月22日（水）

11月24日（日） 12月9日（月） 12月23日（月） 1月22日（水）

11月25日（月） 12月10日（火） 12月24日（火） 1月23日（木）

11月26日（火） 12月11日（水） 12月25日（水） 1月24日（金）

11月27日（水） 12月12日（木） 12月26日（木） 1月25日（土）
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